
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

北海道 標茶町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

8,801
1,099.41
9,442,666
9,390,441
42,175

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.22]

類似団体内順位

[ 68/124 ]
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標茶町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.8%]

類似団体内順位
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [330,123円]

類似団体内順位

[ 120/124 ]

全国市町村平均

116,701
北海道市町村平均

136,888

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

418,585

104,902

206,881

330,123

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.1]

類似団体内順位
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [19.88人]

類似団体内順位
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.3%]

類似団体内順位
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,439,752円]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

標茶町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　景気の低迷・人口減少による税の減収や、一般財源化により、地方交付税の総額は増額しているが
　　　　　　　　　　国・道支出金の減額が多く、歳入総額が減少している。
　　　　　　　　　　行財政改革での、退職者不補充などによる人件費の削減、補助金・負担金の見直し、その他様々な
　　　　　　　　　　見直しや取り組みを行い、Ｈ１５～Ｈ１７までに５億２千万円の節減効果をあげ、引き続き財政の健全
　　　　　　　　　　化を図っている。

経常収支比率　：　勧奨退職制度（Ｈ１６年度導入）による退職金の増加、３ヶ年精算による退職手当組合負担金により
　　　　　　　　　　　高い数値となっている。

実質公債費比率　：　平成１６年度のＨ７・Ｈ８減税補てん債一括償還により、Ｈ１６単年度比率が高く、Ｈ１６～Ｈ１８の
　　　　　　　　　　　　　３ヶ年平均比率が１８％を超えた。
　　　　　　　　　　　　　投資的経費の減により、建設事業に関わる地方債発行額は今後減少していくため、Ｈ１７年度
　　　　　　　　　　　　　以降の単年度比率では、１７％台から徐々に下がると推計しており、Ｈ２０年度には改善される。

人口１人当たり地方債現在高　：　平成１４年度に地方債現在高のピークを迎え、その後は減少している。

ラスパイレス指数　：　集中改革プランにより、５年間で２２人減（７．９％）を計画。国（４．６％）を大きく上回る削減を予定
　　　　　　　　　　　　　している。現在は年齢構成が高いが、今後は均等化されていき、また、平成１９年度から地域給が
　　　　　　　　　　　　　導入され人件費を抑制。さらに、平成２０年度は独自削減を行う。

人口1,000人当たりの職員数　：　人口は減少傾向にあるが、行政面積が広く、それに伴う公共施設が多い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保育所など職員確保が必要であるため、類似団体内平均値を上回っている。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額　：　行政面積が広く、それに伴う公共施設が多いため職員確保が必要であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これに伴う人件費が類似団体内平均値を上回る要因となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費・物件費等の削減は、引き続き行っているが、人口減少により今後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も類似団体内平均値を上回る数値が推計される。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 標茶町

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

8,801
1,099.41
9,442,666
9,390,441
42,175

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）
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類似団体平均

標茶町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費：
　類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は低くなっている。要因としては、集中改革プランに
よる職員の削減（５年間で２２人減を計画）、議員・各種委員の定数管理によるもの。
物件費：
　類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支比率は高くなっている。要因としては、行政面積が広く、
それに伴う公共施設が多い。施設の管理・運営を民間委託、臨時職員の雇用で行っており、常設保育所・へき
地保育所などでも臨時職員の雇用により運営を行っている。
扶助費：
　類似団体平均と比較すると、扶助費に係る経常収支比率は低くなっており、微増している。要因としては、扶
助費対象者が全体的に少ないが、近年の制度改正により、援助額が増加したため。
公債費：
　類似団体平均とほぼ同数値であり、今後は減少傾向にある。
補助費等：
　類似団体平均と比較すると、補助費等に係る経常収支比率は高くなっている。要因としては、標茶町には町
立病院があり、病院への補助金を支出しているためである。
その他：
　類似団体平均と比較すると、その他に係る経常収支比率は高くなっている。要因としては、各特別会計への
繰出金のためであるが、数値はほぼ横ばい状態であり、今後も同数値が見込まれる。
普通建設事業費：
　類似団体平均の減少率と比べると、大幅な減少率になっている。要因としては、各種事業の見直しを行い、
歳出削減に取り組んだ結果である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,525,890 173,377 130,057 33.3
賃金（物件費） 377,625 42,907 9,321 360.3
一部事務組合負担金（補助費等） 231,083 26,256 20,485 28.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 106,138 12,060 2,670 351.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 5 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 66,921 7,604 4,916 54.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 22,385 2,543 3,780 ▲ 32.7
▲退職金 ▲ 131,560 ▲ 14,948 ▲ 12,385 20.7
合計 2,198,482 249,799 158,849 57.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 19.88 14.59 5.29
ラスパイレス指数 100.1 93.4 6.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,466,888 166,673 111,625 49.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 558 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 367,283 41,732 19,434 114.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

17,911 2,035 8,056 ▲ 74.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

52,734 5,992 4,950 21.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 64 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,070,530 ▲ 121,637 ▲ 86,310 40.9

合計 834,286 94,794 58,378 62.4

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 標茶町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,658,124 286,745 ▲ 29.6 147,088 ▲ 7.6 ▲ 22.0

うち単独分 1,741,223 187,834 24.3 75,802 ▲ 6.8 31.1

2,263,458 244,645 ▲ 14.7 131,877 ▲ 10.3 ▲ 4.4

うち単独分 1,480,037 159,969 ▲ 14.8 69,653 ▲ 8.1 ▲ 6.7

1,993,443 218,627 ▲ 10.6 102,879 ▲ 22.0 11.4

うち単独分 1,401,159 153,670 ▲ 3.9 57,230 ▲ 17.8 13.9

1,617,347 179,426 ▲ 17.9 121,414 18.0 ▲ 35.9

うち単独分 1,009,586 112,002 ▲ 27.1 58,925 3.0 ▲ 30.1

1,446,646 164,373 ▲ 8.4 124,895 2.9 ▲ 11.3

うち単独分 972,843 110,538 ▲ 1.3 61,345 4.1 ▲ 5.4

過去５年間平均 1,995,804 218,763 ▲ 16.2 125,631 ▲ 3.8 ▲ 12.4

うち単独分 1,320,970 144,803 ▲ 4.6 64,591 ▲ 5.1 0.5

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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人口1人当たり決算額の推移
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歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 標茶町

当該団体値 類似団体平均値


